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次世代の分散型電力システムに向けて
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面的エネルギー利用の推進（太陽光発電の逸失発電量の活用等）
住宅・建築物の省エネ化推進（ZEB・ZEH）とマネジメント化推進（BEMS・HEMS）

次世代自動車の普及促進に向けた取組
（EVバス・EVトラック・EV急速充電器）

再生可能エネルギー出力制御の長期見通し等について（太陽光発電対応）

モビリティ・エネリンク構想を実現するためのエネルギーマネジメントシステムとの連携

（出典）国土交通省 第1回エネルギー・経済安全保障小委員会資料 「モビリティ・エネリンク構想の目指す方向性（取りまとめイメージ図）」をもとに作成
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関西

東北

東京 中部

九州

北海道

（出典）資源エネルギー庁 第1回総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会資料 「再生可能エネルギーの出力制御に関する 短期見通し等について」をもとに作成

年間で出力制御された再生可能エネルギー（未利用の再エネ逸失発電量）の規模と推移
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再エネ
逸失発電量

年間約20億kWh
＝約50万世帯分の消費量
＝EV路線バス約3.5万台
＝EV商用トラック約6万台
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従来の営業所充電

0:00   6:00    12:00   18:00 24:00

旅客・貨物事業者に対する自治体充電器の設置と活用のコンセプト

停車中

継ぎ足し充電 継ぎ足し充電

EV路線バス

EV商用トラック

停車中

自治体設置
継ぎ足し充電器自治体

管理地域

従来の営業所充電

貨物営業所

旅客営業所

5

貨物営業所

旅客営業所

＝EV路線バス約3.5万台分の年間逸失発電量 (2025年度)

＝EV商用トラック約6万台分の年間逸失発電量

未利用の
再エネ逸失発電量

EVタクシー

蓄電池 蓄電池（オプション）



マスタ タイトルの書式設定

© 2026 Waseda Univ.

旅客・貨物(バス・トラック)事業者の対応とメリット 自治体の対応とメリット

電力小売事業者のメリット

6

モビリティとエネルギーの安全保障に貢献する自治体と旅客・貨物事業者との連携

【対応】夜間充電に加えて、昼間の継ぎ足し充電を
        最適に実施
【メリット】
• 市場連動価格を用いた昼間の安価な電力料金により
ランニングコスト低減

• 継ぎ足し充電による電欠抑制と車載バッテリの削減に
よりイニシャルコスト低減

モビリティ（移動性）の保障 エネルギーの安全保障
• 生活や経済活動には、人の移動（旅客）・物の移動（貨物）が不可欠
• 燃料費の高騰や運転士不足により運行の維持が困難

• 運輸部門では車両の電動化が求められる

• EVバス・トラックはコストおよび航続距離の課題（仕業を維持できな
い＝増車が必要）からEV普及率は1%未満

• 営業所における夜間充電だけでは電力コスト低減に限界

• 海外からの化石燃料に依存する火力発電が中心
• 紛争等の地政学的リスクや頻発する酷暑・厳寒などの異常気象へ
の燃料の途絶や高騰のリスクが発生

安価な運行維持のための昼間継ぎ足し充電への展開

• エネルギー転換部門ではさらなる再生可能エネルギーの導入促進

• 出力制御される未利用の再エネ発電量（逸失発電量）が増大

継ぎ足し充電等による昼間の電力需要の創出

…解決には、自治体と事業者との間で、価値とコストを配分する仕組みが必要

【対応】継ぎ足し充電設備を地域社会インフラ
と位置付け、設置・維持を自治体が負
担（国の支援）

【メリット】
• 地域の人・物の移動の持続的な確保
• 地域における再エネ逸失発電の有効利用

• モビリティの電化促進による収益拡大

充電サービス事業者の対応とメリット
【対応】計画的充電実施による渋滞回避
【メリット】
• 充電設備の拡大と利用率向上
• バス・トラックへの充電サービスの拡大

継ぎ足し充電器を誰が設置・管理？ 自治体コスト削減をどこに見出すか？ 未利用の再エネ逸失発電量
昼間の安価な電力の使用
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昼間の継ぎ足し充電による安価な運行維持への展開 7

パブリック電動モビリティEMS
（自治体が管理し、運営を事業者に委託）

未利用の
再エネ逸失発電量

自治体設置の充電器による継ぎ足し充電の時間・量の計測管理

◎公道
◎モビリティハブ・スペース

•自治体管理スペース
•商業施設
•道の駅 など

EVバス
の継ぎ足し充電

（短距離走行頻繁充電）

EVトラック
の継ぎ足し充電

（短距離走行頻繁充電）

営業所

車庫

営業所

充電サービス
事業者

貨物事業者旅客事業者

自治体

電気代

利用料 利用料

充電電力供給

充電電力供給

充電電力供給

蓄電池（オプション）

自治体設置の
継ぎ足し充電器

※EMS：エネルギーマネジメントシステム

自治体と事業者による充電管理の仕組み（未利用の再エネ逸失発電量が使用可能）

小売電気事業者
（地域新電力等）

いつ・どこで・
どれだけ充電

内閣府SIP第3期
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自治体による充電器設置対象エリアのイメージ：公道やモビリティハブ・スペース

https://evdays.tepco.co.jp/entry/2023/10/24/tepco_19

自家用EV車用への公道充電器の導入実績
自治体が旅客・貨物事業者の継ぎ足し充電に展開

EVバスの継ぎ足し充電器
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公道での自家用車用の充電器設置例

モ
ビ
リ
テ
ィ
ハ
ブ
・
ス
ペ
ー
ス
で
の

継
ぎ
足
し
充
電
器
の
設
置
管
理

公道等での
EVバス・トラックに対する
継ぎ足し充電への展開

モビリティハブ・スペース
商業施設等の交通・物流車両の待機・荷さばき空間

①

②
商業施設等におけるバスの乗降・待機スペース

ショッピングモール
トラックの荷さばき

駐車スペース

EVトラックの継ぎ足し充電器

蓄電池（オプション）

蓄電池
（オプション）
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自治体設置充電器による公共交通等のエネルギー自律性向上に向けて

9

国

社会資本整備総合交付金等
EVバス・トラックの継ぎ足し充電設備とエネルギーマネジメ
ントシステムの設置促進

自治体設置の継ぎ足し充電設備を社会インフラとして認可
（ただし、設置する用途をEVバス・トラックの充電に限定）

自治体
◎地域再エネとEVバス・トラックをつなぐエネルギーマネジメン
トシステムの導入

◎EVバス・トラックの継ぎ足し経路充電器の設置・維持管理
◎地域公共交通等の社会インフラとしてのモビリティの維持
再生可能エネルギーの逸失発電量を地域公共交通等で有
効利用

小売電気事業者充電サービス事業者

◎EVバス・トラックに対する
充電設備の拡大

設備利用率の向上とサー
ビス拡大

貨物事業者旅客事業者

◎再エネ逸失発電量の活用
◎昼間の継ぎ足し充電によるランニングコストとイニシャル
コストの低減

EVバス・トラックによる電動モビリティ事業の維持

◎未利用の再エネの逸失
発電量をEVバス・トラック
で活用

事業拡大

自治体設置の充電インフラ拡充による公共交通の維持
再エネ逸失発電量等の活用による公共交通等のエネルギー自律性向上
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自治体による地域エネルギー安全保障と地域レジリエンスの一体管理

自 治 体
（責任主体）

エネルギー事業者
＋事業最適EMS

旅客事業者
＋事業最適EMS

貨物事業者
＋事業最適EMS

EVバス

平時の「地域エネルギー安全保障（再エネ逸失発電量の活用）」 と非常時の 「地域レジリエンス」 をシステム連携により一体管理

関係省庁
大学

支援

建設事業者
＋事業最適EMS

防災
（地域レジリエンス）

パブリック電動モビリティ
エネルギーマネジメントシステム
（自治体が管理し、運営を事業者に委託）

還元

創出
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避難所
充放電器

自治体
＋防災EMS

蓄電池

クロスセクターベネフィット

ZEB

地域防災の便益
エネルギー・環境の便益

（営業所用） EVトラック （継ぎ足し用）（継ぎ足し用） （営業所用）

EVタクシー

ZEH

内閣府SIP第3期
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【参考資料】
EVバスによる「防災」「健康」「環境」のクロスセクターベネフィット
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【背景】 自治体における、モビリティとエネルギーのセクターカップリング推進

交通セクター 電力セクター

自家用車 一般需要家

MaaS (Mobility as a Service）

 再エネ利用拡大
 省エネ拡大
 電動車両の普及

 交通弱者の減少
 交通事故の減少
 交通渋滞の削減

EaaS（Energy as a Service）

脱炭素化利便性向上

データ・セクターカップリングによる横断的な最適化

Society5.0版
スマートシティの実現

都市の課題解決を支援する
スマートシティ・サービスマネジメント

プラットフォーム

公共交通分担率向上 CO2削減

E-MaaS構想（2020年5月 早大 スマート社会技術融合研究機構ACROSS）

EV EV
LRT

12
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【課題】 セクターカップリング・マネジメントシステムの自治体実装への壁

分析・推定・予測結果

自治体／事業者

都市挙動データ
【構築】 都市データ・プラットフォーム（標準での収集・格納）データの壁

【開発】  電力・交通データの時空間分析・マネジメント手法（利用方法）手法の壁

実証結果の提示、住民への情報公開

リアル都市データ

交
通
施
策

電
力
施
策

実装の壁 【実証】 実フィールドでの試験的実証（技術実現性、社会受容性）

評価結果の提示、住民への情報公開
事業性の壁 【実証】 社会経済システムモデルの構築と事業性評価（事業継続性）

公共交通
マネジメント

地域の電力
マネジメント

13
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エネルギーとモビリティのセクターカップリングの取り組みと展開

14

営業所

・地域余剰太陽光発電(PV)電力の推定
・EVバスの充電マネジメント（量と時間）

先進
技術

充電
ステーション

スマートメーター
・消費電力データ
・発電電力データ

エネルギー

モビリティ

EVバス
移動データ
蓄電データ

いつ・どこで・
どれだけ充電

スマート
EMS

未利用余剰分

地
域

PV
電
力

AI

EVバス

次世代スマートメータ

EVタクシー

CO2
価値

電力
価値

未利用となる再エネ逸失発電量を分配消費
同時にCO2削減価値も分配

一般需要家（住宅等）公共交通・物流・配送

スマート
エネルギーマネジメント
システム（EMS）

低圧100/200V主に高圧6600V

電力ネットワーク

EVトラック

共用充電所共用蓄電池

蓄電池
スマート
ロボット

ヒートポンプ
給湯機

自家用EV

【社会課題】 年間約50万世帯分に相当する
再エネ逸失発電量とCO2削減価値が未利用

未利用の
再エネ逸失発電量

全
国
の

再
エ
ネ
発
電
電
力

他
の
リ
ソ
ー
ス
へ
の
展
開

デジタル計測とAI制御で社会課題を解決

内閣府SIP事業の補助を受け、宇都宮市で技術の社会実装を進めている

いつ・どこで・どれだけ充電

時間

電
力
市
場
価
格

電気代が安価な時間帯に充電
電力需要の創出

バス
営業所

電力ネットワーク
交通ネットワーク

内閣府SIP 第3期事業
エネルギーとモビリティのセクターカップリング

時間

時間

AI
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EVバスによる「防災」「健康」のクロスセクターベネフィットの創出

地 域 社 会

クロスセクターベネフィット

クロスセクター

防災
セクター

健康
セクター

住民の
医療費支払の削減

発災後の
避難所への電力供給

【クロスセクターベネフィット】
＝公共交通機関が維持されることによるクロスセクター(交通以外の他分野)に与える便益

15

内閣府SIP第3期

令和8年電気学会全国大会 本部企画シンポジウム『クロスボーダー・セクターカップリングによるカーボンニュートラルへの貢献』
デジタル分散型エネルギー社会システムによるクロスセクターベネフィット創出、林泰弘
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EVバスによる「防災」領域のクロスセクターベネフィット（シミュレーション）

全部で125か所

いつ発災したときに、最低限どれだけの電力量を避難所に移送供給できるか？ について分析

宇都宮市内 避難所125か所（総数：148か所）
収容人数：94,456人

宇都宮市内で運行、充電する EVバス125台
125台の走行中EVバスの個別蓄電量

EV
バ
ス
蓄
電
量

[k
W

h]

災害停電時の条件

終点まで乗客を輸送

各避難所に直行

避難所で給電

▼

▼

EV
バ
ス
全
蓄
総
量

[k
W

h] 晴の場合
曇天の場合

発災時刻（4:00～翌3:55 5分刻みプロット）

125台の走行中EVバスの全供給可能電力量

1避難所あたりの最低移送電力量

77kWh
（＝9590kWh÷125か所）

9590
kWh

（最過酷シナリオ）曇天日19:55～20:00発災

★

EVバス1台

↓1対1対応

1避難所
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内閣府SIP第3期

市内循環125台のバスがEVバスとなった場合

令和8年電気学会全国大会 講演番号6-110：停電災害時の電気バス群を活用した避難所給電
計画によるレジリエンス性能評価,  飯野 穣・林 泰弘
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宇都宮市のEVバス導入によるクロスセクターベネフィット試算例（環境・健康・防災）

バス停までの徒歩を促進
3739人/日、2.4億歩/年
徒歩による医療費支払削減

1562万円/年の便益

EVバスの車載バッテリを
災害時に9590kWh活用
定置型蓄電池を代替
5754万円/年の便益

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

公的資金投入額 クロスセクターベネフィット

万
円

/年

公的資金投入額 環境 防災 健康

健康に対する便益

防災に対する便益

環境に対する便益

EVバスへの転換によるCO2削減
2360t-CO2/年のCO2削減

J-クレジットによるマネタイズ
1055万円/年の便益

市内循環125台のバスがEVバスとなった場合

環境

健康

防災

現行
バス路線
維持の
補助費

≒

令和8年電気学会全国大会 講演番号6-109： 電気バス導入によるクロスセクターベネフィットの検討,  
井原雄人・藤本 悠・飯野 穣・光岡正隆・紙屋雄史・林 泰弘

徒歩による医療費支払削減
1562万円/年の便益

定置型蓄電池を代替
5754万円/年の便益

J-クレジットによるマネタイズ
1055万円/年の便益

バス路線維持の補助と同等の便益
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東京電力HD

関西電力

東北電力

北陸電力

中部電力

東京ガス

東邦ガス

NTTグループ

中国電力

四国電力

九州電力

電源開発

北海道電力

ENEOS HD

大阪ガス

KDDI

産学官民連携プラットフォーム 「スマート社会技術融合研究機構ACROSS」 (2014～)

住宅・建築環境
研究所
所長 田辺新一

前機構長機構会長

先進グリッド技術
研究所
所長林泰弘

食とエネルギー
システム研究所
所長 下川哲

動力エネルギー
システム研究所
所長天野嘉春

太陽光発電
システム研究所
所長若尾真治

エネルギー
インフォマティクス研究所
所長大久保將史

行動・実験経済学
研究所

所長 上條良夫

エネルギー・資源
次世代交通
システム研究所
所長森本章倫

鉄道システム
技術研究所
所長近藤圭一郎

電動車両研究所

所長 紙屋雄史

土木・建築・交通

マーケティング＆
サスティナビリティ
国際研究所
所長川上智子

次世代科学技術
経済分析研究所
所長 鷲津明由

スマートライフ
サイエンス研究所
所長岡野俊行

経済・社会

産学間の知見の共有・プレイヤーの連携

先進技術実証（DX、GX）

制度設計

ACROSS会員企業・全68社

• 既存制度との整合
• 新制度提案・承認

システム/データ連携

国際標準化教育／社会変革人材育成

早稲田大学スマート社会技術融合研究機構（ACROSS）

清水建設

旭化成ﾎｰﾑｽﾞ

住友林業

日建設計

JR東日本

三井不動産

ヒューリック

大成建設

大林組

積水ハウス

UR都市機構

JR西日本

三菱商事

機構長
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